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川島 宏一

筑波大学システム情報系 社会工学域

データで人が繋がる地域社会の実現に向けて

テレワーク：職場の「移転」から「創出」へ
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職 歴

1984 国土交通省 住宅局（建設技官）

1991  マサチューセッツ工科大学（都市計画修士）

1991  JICA 国際協力機構（インドネシア住宅大臣アドバイザー）

1994  北九州市役所（都市開発部長）

1998  世界銀行 （上席都市専門家など）

2006 佐賀県（最高情報統括監（CIO））

2011（株）公共イノベーション（代表取締役）

2015 筑波大学システム情報系（教授）

2019/9/27〜10/9 日経新聞  やさしい経済学「データ共有とまちづくり」
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https://www.nikkei.com/article/DGXMZO50239930W9A920C1SHE000/ 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO50239930W9A920C1SHE000/


Steven Johnson (2001), Emergence

「装置」としての街から「脳」としての街へ
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目指すべき 社会ビジョンを共有し, 既存制度・組織の壁を破る

日本社会はなぜイノベーションを実装できないのか？

佐賀県CIOとしての実務経験から

社会制度,マネジメント,プロセスの壁に阻まれている



産業革命時代
Garden City

知識社会
Creative City

社会経済の変動・不確実時代

自動車社会
Neighborhood Unit

都市大改造時代
The Death and Life of 
Great American Cities 

Ebenezer Howard 1902

Clarence A. Perry 1939
Jane Jacobs 1961

Charles Landry 2000
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科学技術の進化や社会経済の変動に対応できる

新しい街づくりのビジョン は？ 

？



４つのメガトレンド
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趣旨説明
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1.



2. グローバル資本主義の限界

気象庁HP: https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html  8

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html


出典：財務省HP. 20221022.
（https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a02.htm  ）

国の一般会計における歳出・歳入の推移と公債発行額

3. 公共部門の限界
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a02.htm


4. 情報爆発
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データ共有に
よる共創を
起点とした
学び合う地域
づくりLearning 

Communities

1.VUCA

3.
公共部門
の限界

4.
情報
爆発

政府・市場に期待できない
地域課題解決型サービスを
多様な主体がプロシューマー的に共創する
サービス創造（新しい公共）

部門別に閉じがちな
リアルタイム・ダイナミックで
ビッグなデータを適切に共有できる社会
（データ・スペクトラム）

2.
グローバル
資本主義の

限界

科学技術の進歩や社会経済状況の変化への対応としての
学び合う地域社会（ラーニング・コミュニティ）

自律的に小気味よく意思決定でき
部分の変動を全体でカバーできる
小規模分散型ネットワーク社会
（学び合う地域社会）

地域にある資源を再認識し
成長と包摂のバランス
の取れた社会
（里山資本主義）
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データ共有起点の４ステップ好循環

1. データ共有

2. 多様な主体による

共創

3. 成長と包摂

のバランス

4. 学び合う

ネットワーク型

地域社会
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市民

【公共サービス共創空間】
関係主体がデータをもとに
解決策を共創する空間

行政 公共 

PTA

マンション
管理組合

ボーイ・ガール
スカウト

エネルギー
供給

上下水道

公共交通

学び合う地域社会（ラーニング・コミュニティ）の３階層

ゴミ収集

多様な主体がデータを共有し 学び合い 得意とする資源を持ち寄って 課題解決して行く都市

保育

介護

企業

救急医療

避難支援

遭難救助

地域協働
教育

歴史建築
保存

プラットフォーム層

(Government as a Platform)

データ/
アプリケーション層

コンステレーション層
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※ステークホルダー間の役割関係のモデル化
※異分野データ活用による
課題解決事例の分類

※都市の共創性を高めるための計画方法の提案



子どもの貧困
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待機児童

高齢者介護

インフラ維持管理

市街地活性化

地球環境問題

健康づくり

公共交通

データは必要な人に届いていない
価値を十分に生み出せていない

自治体
Open Innovation System

感染症対策
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企業

市民

大学・
研究機関 

多様な主体がデータをもとに

得意とする資源を持ち寄って問題解決する共創社会

行政

問題解決に資する
データの共有が
豊かな共創社会
の前提



“自動販売機型”公共サービスの終焉

16



“共創型”公共サービスの時代
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Hack My Tsukuba とは？

Hack My Tsukuba
〜 Tsukuba as a Platform 〜

地域で起こっている問題の解決に向けて 多様な人々が 様々なアイデア・資源を

持ち寄り 意見交換し 試行錯誤しながら 解決策をまとめてゆく オープンでフラットな 「場」

地球

温暖化

インフラ

老朽化 公共交通

の撤退
中心市街地

の衰退

子供の

貧困・虐待

新型コロナ

対応

医療福祉費

の増大
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Hack 
My Tsukuba

参加する？

地域で起こっている問題

の解決に向けて 多様な

人々が 様々なアイデア・

資源を持ち寄り 意見交換

し 試行錯誤しながら 解

決策をまとめてゆく オー

プンでフラットな「場」

問題定義

問題のモデル化

データ分析・結果考察

解決策提案

地域課題解決型のワークショップの事例
Hack My Tsukuba

https://hackmytsukuba.wpcomstaging.com/ 
19

https://hackmytsukuba.wpcomstaging.com/


人々が知恵と資源を持ち寄って地域課題を解決する

サービスを共創する社会 = Learning Communities

20

公共サービ

スの共
創

包摂 公共サービス

の共創
Learning City

デジタルを活かして「成長」と「包摂」を同時に実現する



（心肺停止者A） （発見者B）

例１ 最寄AED急搬送システム

②救急車が駆けつけ
AEDによる蘇生活動。

①１１９番にかける。

・市民による心肺蘇生・AED適用：4%

・全国平均搬送時間は8.6分
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②心肺停止者発生位置の最寄りのAED管理者に
発生位置を連絡、AED急搬送・適用を要請

心肺停止者 発見者

①119番に
心肺停止者発生位置
を通報

最寄AED急搬送システムの概要

③最寄りのAED管理者が
AEDを急搬送・適用
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AED位置と救命を期待できる心肺停止位置の分布

【AEDの分布状況】
つくば駅周辺及び筑波大学キャンパス，
などの交流人口の多い市街地により密

に設置されている。

近くにAEDがあったとしても
必ずしも救命されているわけでは
ないことがわかる 。

【心肺停止の分布状況】
救命可能な心肺停止位置は，
つくば市全域に広がっている。
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心肺停止傷病者発生位置に最寄りAEDを急搬送
した場合の所要時間
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分析結果

AED搬送時間
(分)

t<1 1≦t<2 2≦t<3 3≦t<4 4≦t<5 5≦t<6 6≦t<7 7≦t<8 8≦t<9 9≦t<10 10≦t 合計

心肺停止件数 8 4 15 8 17 19 22 10 11 12 52 178

過去10年間で30人、
年平均3人の救命が可能

②１件あたりの救命率（生存率）の総和を計算

①１件あたりの所要搬送時間

ここで，Lk: 心肺停止事象kの傷病者の生存率（%）

Tk: 心肺停止事象kの心肺停止後，除細動開始までの経過時間（分）

dk：最寄AED位置から心肺停止事象kの位置までの最短経路距離（m）

v：AED搬送速度（m/分）.本研究では118m/分.

c：119番受電からAED搬送開始までに要する時間と現場到着後除細動開始

までに要する時間の合計（分）. 本研究では2.5分.
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凡例

組織結成状況

結成地区

未結成地区
(石下)

未結成地区
(水海道)

例１ 自主防災組織の組織化支援のための
避難シミュレーションシステム

自主防災組織の地区別結成状況 避難行動支援者・避難所の分布状況

避難行動要支援者
(8,772名)

匿名化された状態で常総市より提
供（2019年8月時点）

避難場所 各市町HPより作成

自主防災組織結成率 常総市より提供

救助者 自主防災組織結成地区において
救助者が確保できると想定

浸水判定 国土地理院によるAPI
（座標と経過時間→浸水深取得）

経路探索 OSRM（Open Street Routing Machine）
（ダイクストラ法で2点間の最短経路探索）

Webでの公開に馴染まない
データのため、データは講
演時のみの公表としており
ます。
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避難行動要支援者の支援に焦点を当てた
避難シミュレーション・シナリオ

◯ 避難完了
シナリオ

× 避難遅れ
シナリオ

合流
避難完了

避難遅れ
（動けない）

要支援者救助者自主防災組織市役所 避難所

必要人数
合流失敗

要支援者
名簿提供

救助者確保
調整 要支援者宅

へ急行
避難行動
支援

浸水エリア



避難支援シミュレーションのパターン
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パターン
自主防
結成率

救助者の発生位置
避難行動
開始時間

救助者確保
の調整時間

マッチング
時間

1.現状 54.4%
自主防災組織結成地区内の
ランダムな位置に発生

-180分
N人×5分/人
×1/承諾率

N人/1.24分

2.自主防災組織
全域組織化

100%
同地区内の

ランダムな位置に発生
-180分

N人×5分/人
×1/承諾率

N人/1.24分

3. MTL全域普及 100%
同居人＋同地区内の
ランダムな位置に発生

-300分
N人×5分/人
×1/承諾率

N人/1.24分

4.共助型MTL全域普及
(必要救助者数を事前確保)

100%
同居人＋同地区内の
ランダムな位置に発生

-300分 0 分 N人/1.24分

5. 個別計画全域普及 100%
同居人＋同地区内の
ランダムな位置に発生

-300分 0 分 0分



避難遅れ者数の時系列変化
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認知症等行方不明者の発見迅速化

⚫ 2023年度の認知症等行方不明者は1万9039人で、
集計開始以降11年連続で増加している1)

⚫ そのうち約500人の高齢者が死亡している

行方不明から９時間を経過すると発見率が逓減する3)ことと、
当日発見された行方不明者のうち17.5%が死亡している4)ことから、

早期発見の実現が求められている 30

図1 発生件数の推移 (警察庁HPより作成) 図2 捜索願の報道 (出典：NHK2))

5000

8000

11000

14000

17000

20000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

発
生
件
数

年度



早期発見に向けた取り組み

AIカメラの設置

全国の自治体で行方不明者対策が実施されているものの、
依然として500人程度死亡している

加古川市における取り組み (出典：市HP)
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SOSネットワーク

SOSネットワークの構成(筆者作成)

事例



自治体予算の透明性・信頼性向上①
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https://tsukubashi.spending.jp/



https://participedia.net/case/4369 
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自治体予算の透明性・信頼性向上②

https://participedia.net/case/4369


感染症拡大情報のワンストップ提供
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⚫ （一社）NO YOUTH NO JAPANと（株）日本総研は、共同プロジェクト「YOUTH 
THINKTANK」の活動として、若者の投票率を上げるための施策案を取りまとめる際に、
「自己効力感」と政治的・社会的な「問題意識」の2つの要素に着目して分析し、 30歳未満
の若者を5つのグループに分類

⚫ 「日本社会、どうにかしなきゃ！」と考えている「かえなキャット」が、地方での活動に魅
力を感じるようなロールモデルを作れないか？

35出典：日本総研HP https://www.jri.co.jp/company/release/2022/1215/

https://www.jri.co.jp/company/release/2022/1215/


近藤洋祐

株式会社 電脳交通 代表取締役社長
電話によるタクシー依頼に対し、素早く、最初に向かうべき乗務員のタブレットに指示を出す
システムを全国展開。45都道府県400社超が導入。2023年、12億円の資金調達を発表。
所在地：徳島県徳島市幸町
アメリカで大リーガー挑戦後、祖父が営んでいた「吉川タクシー」に就職。ドライバーとして
の現場経験をもとに、配車システムを考案。
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森山昌幸  

（株）バイタルリード 代表取締役
公共交通コンサルティング
過疎地域のタクシー事業を儲かるビジネスとして展開中
本社：島根県出雲市
30代で起業、仕事をしながら広島大学で博士号取得

岡崎正信

（株）オガール 代表取締役
都市開発・不動産
JR紫波中央駅前の町有地10.7haを中心とした複合開発で年間100万人集客
本社：岩手県紫波郡紫波町
都市再生機構勤務後、30歳で起業、仕事をしながら東洋大学で修士号取得

地方における起業成功者例

鹿野佑介
株式会社 ウェルモ

介護情報プラットフォームサービス

人事領域のITコンサルタントを経て大企業人事部へ。
介護現場の働きがいに課題意識を持ち8か月間にわたり仙台から東京、福岡まで、計400法人を超える
介護事業所にてボランティアやインタビューを実施。2013年ウェルモを創業。累計43億円調達。
本社：福岡県福岡市



所与の資源から、意味のある結果を生み出す＝実効性重視

（Sarasvathy 2008, Read et al. 2009）

資源を評価する
• 自分は何者か？
• 何を知っているか
• 誰を知っているか

何が
できるか

既知の/新た

に出会う人々
との相互作用

パートナーの
コミットメント
の獲得

新たな
資源

新たな
目的

所与の資源
から始める 損失の許容

可能性
パートナーシップ

の構築

偶然を
テコにする

予期せぬ

資源の生成・
目的の変更

課題解決のための
新たなサービス・製品の提供

環境変化を
コントロールによって
未来を創り出す

ス
タ
I
ト

資源のサイクルを拡大

制約のサイクル

出典：吉田梨「エフェクチュエーションとは何か？」(https://www.youtube.com/watch?v=8hi-Nrta5gw)の図を筆者が一部加工したものである。

エフェクチュエーション（起業家の人間特性）
モデル仮説



地方発若者起業家の人間特性比較のための仮説

仮説構築（地方起業家3仮説・事業特性2仮説）

地方成功事業の事業特性比較のための仮説

・エフェクチュエーション５原則に加えて、独自に構築した地方起業家3仮説を併せて検証

創業した土地に対する愛着が強い方が企業は成長する① 土地に対する愛着の原則

起業前に特別な経験を積むことが企業の成長に影響する②異文化・異環境経験の原則

普段会えない協力者の存在が企業の成長に影響する③遠距離交際と近所付き合いの原則

複数地域を対象に特定サービスに特化することで企業は成長する①スモールスタート・横展開モデル

特定地域を対象に複数事業を展開することで企業は成長する②異主体共創・複合地域拠点モデ
ル
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テレワークトップランナー2023総務大臣賞受賞企業の
事例紹介

キャリア・マムによる、地域の主婦ワーカーの雇用創出や自治体からの委託を受けた、
在宅ワーク就業支援、スキルアップセミナー、マッチングの情報発信
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リスクを抑えてデータを流通させる方法
＝データスペクトラム（限定共有）
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Closed Shared Open

部内者
アクセス

グループ
アクセス

誰でも公共
アクセス

指名者
アクセス

売上
報告書

雇用
契約

任務
契約

レセプト
データ

承認
行為

医療
研究報告

特定利用
許諾

Twitter 
feed

バス時刻表

オープン
ライセンス

地域社会が自らのデータ共有ルールを作れるか？



正の側面 負の側面

1. 問題構造の把握

：情報非連携点発見

2. 多元的協働

    モデル構築

3. 効果検証

 シミュレ-ション

4. 政策提言

・実装支援

問題発見・共有
ワークショップ

基礎自治体

広域自治体

中央政府

堅固な小規模
エビデンス

救命効果GIS
シミュレーション

コンフリクトを解きほぐすプロセス仕組み化

個人情報保護等に対する過剰な配慮

෍

𝑘=1

𝑛

𝐿𝑘 = ෍

𝑘=1

𝑛

−10.3 Τⅆ𝑘 𝑣 + 𝑐 + 100

「つくば市による心肺停止傷病者発生位置情報の最寄AED管理者との
共有が生み出す協働による救命効果に関する研究」川島・有田ほか（2018)

「データ共有とまちづくり」
日経やさしい経済学（2019）

協働のためのデータの共有ニーズの高まり

コンフリクトを解きほぐすプロセスの『仕組み化』
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既に中央政府では限定共有が進みつつある...

•厚生労働省：レセプト情報・特定健診等情報

•文部科学省：全国学力・学習状況調査等

•総務省 ：公的統計調査（e-Stat）

• Dept. of Education, UK
  ： pupil and workforce data
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地方自治体における仕組み化が必要



テレワーク：職場の「移転」から「創出」へ

地方移住
下請け

知識
資本

人
仕事

45

地方

東京 東京
福岡 福岡

大阪 大阪名古屋

名古屋
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最後に

共有資産を皆が協力的・持続的に管理できる８原則

① 強いグループアイデンティティと目的の理解

② 利益とコストの比較的公正

③ 全員による公正な意思決定

④ 合意された行動の監視

⑤ 段階的な制裁

⑥ もめごとの迅速で公正な解決

⑦ 局所的な自律性

⑧ 多中心性ガバナンス

Elinor Ostrom 
(1933-2012)

ノーベル経済学賞（2009）



ご清聴ありがとうございました

hkawashima@sk.tsukuba.ac.jp 
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